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《今後の主な予定》 

１２月 ７日（水） 原爆ドーム世界遺産記念集会（ドーム前） 

１２月 ８日（木） 不戦の誓いヒロシマ集会（弁護士会館） 

１２月１２日（月） 長崎被爆二世裁判判決オンライン集会（自治労会館） 

１２月１４日（水） 日朝友好県民の会総会（留学生会館） 

１２月１９日（月） 憲法を守る広島県民会議総会（自治労会館） 

１月１６日（月） 県原水禁常任理事会（自治労会館） 

１月１８日（水） 部落解放県共闘会議幹事会（エコード広島） 

１月２４～２５日 中国ブロック平和フォーラム会議（米子市） 

１月２７日（金） ネバダデー座り込み（慰霊碑前 12:15～45） 

  〃      第 9２回広島県原水禁総会・学習会（自治労会館） 
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岸田政権の「軍事力増強路線」に歯止めを！ 
 

２０２２年も１２月となりました。2 月のロシアによるウクライナ侵攻により、フィン

ランドやスウェーデンのＮＡＴＯ加盟を始め、ヨーロッパ諸国の安全保障環境は激変しま

した。中東やアフリカ諸国での戦争や武力衝突では感じなかった平和の危機＝戦争への危

機を、第２次世界大戦以降、ヨーロッパや日本などのいわゆる西側陣営が最も身近に感じ

た１年となりました。 

一方で、この事態を利用し十分な議論もないまま、かつてない規模・内容で日本の軍事

力増強を進めようとしているのが岸田政権です。 

安倍・菅政権でさえなしえなかった敵基地攻撃能力の保有を始め、5 年以内に GDP 比

２％を超える軍事費の確保など、専守防衛を国是としてきた戦後日本の安全保障政策を抜

本的に転換する内容となっています。ロシアを中国や北朝鮮に置き換え、脅威を煽り、

「もし攻撃されたら」を前提とした議論です。そうなると、出てくる結論は「攻撃されな

いため」に「先制攻撃する他ない」との論調に世論が誘導されてしまいます。 

日本はこれまで、「戦争にならないため」「戦争を起こさないため」を前提にしてきたた

め、基本となるのは外交でしたが、今行われている議論は、その前提が逆になっています。 

http://www.hiroshimaken-gensuikin.org/
http://kokoro2016.cocolog-nifty.com/shinkokoro/
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ロシアのウクライナへの侵攻により、多くの犠牲者が生み出されました。ロシアの行為

は決して許されるものではなく、即時停戦が求められます。そして、だからこそこの悲惨

で許されない行為から得られる教訓が、さらなる戦争へと繋がりかねない軍事力の増強で

あってはなりません。 

 

11.3ヒロシマ憲法集会 

有田芳生さん迎え、旧統一教会問題を学ぶ 
 

憲法が公布されて７

６年目の１１月３日、

「２０２２  平和とい

のちと人権を！１１・

３ヒロシマ憲法集会」

（主催＝戦争させない

・９条壊すな！  ヒロ

シマ総がかり行動実行

委員会）が、弁護士会

館を主会場に県内７カ

所をオンラインでつな

いで開催されました。弁護士会館には 230 人、自治労会館に 55 人、福山「みやび」に

35 人など、全体で約 500 人が参加・視聴しての開催となりました。 

記念講演には、元参議院議員でジャーナリストの有田芳生さんを講師に迎え「統一教会

とは何か―安倍晋三元総理銃撃事件の深層―」と題してお話を頂きました。 

有田さんはまず、北朝鮮のミサイル発射が繰り返されている最近の情勢に触れ、「日本

政府の平和を作るための外交が全く機能していない。かつての 6 か国協議のようなもの

を模索していかなくてはならない。防衛費 GDP 比２％など、まさに危険な状態にある」

と強く危惧されました。 

本題の統一教会問題は、まず統一教会の成り立ちを紹介するとともにその広がりについ

て、「埼玉県にあるコスモフーズという企業は統一教会系の企業。『ウコンの力』など大手

メーカーの受託生産を行っている」「韓国では武器を作っている統一教会系企業もある」

など、「宗産複合体」と言える状況にあることが紹介されました。また、安倍元首相が、

旧統一協会から自派の選挙運動の支援を受けていただけではなく、他の自民党議員らも選

挙支援と引き替えに旧統一協会との間で政策協定（推薦確認）を結んでいたこと、その協

定には「憲法改正」、「安全保障体制の強化」、「ＬＧＢＴ問題、同性婚合法化への慎重な対

応」などが記載されていたこと等、政治とのつながりについても具体的に言及されました。 

その上で、「オウム真理教の事件以降、統一教会問題はほとんど報道されなかった」「こ

こ３０年間はノーマークだった」。それが、安倍元総理の銃撃事件で「旧統一教会がここ

まで政治家・社会に浸透していたのか」と有田さん自身も驚かされたこと、さらには、来

年は統一自治体選挙もあることから、「統一教会に影響されない政治を作っていかなくて

はならない」と呼びかけられました。 

集会は最後に、集会アピールを採択し、今後もさらに護憲運動を強化することを誓い合

い終了しました。 
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“憲法を変えることより活かすこと” 

―第５９回護憲大会開かれるー 
 

憲法理念の実現をめざす

第５９回大会（護憲大会）

が、１１月１２日～１４日、

「憲法を変えることより活

かすこと」のスローガンの

もと、愛媛県松山市民会館

をメイン会場に開かれ、全

国から約６５０人が参加し

ました。 

大会は、初日に開会総会

とシンポジウム、二日目に

４つに分かれての分科会・フィールドワーク・３つのひろば、そして最終日に閉会総会が

行われました。 

開会総会であいさつした勝島一博大会実行委員長は、衆参で３分の２を超える議席を改

憲派が占めている現状に、「憲法審査会も改憲ありきの討論が行われている、正念場の闘

いを迎えている」と憲法を取り巻く現状を紹介するとともに、「日本は、国を挙げて軍事

産業を育成し、軍事国家に向けて大きく動き出そうとしている。このことは、相手国にと

ってはさらなる軍拡の口実となり、抑止力にはならない」と指摘。その上で、「平和フォ

ーラムはこの二つ（改憲問題と軍拡問題）を一体のものとして取り組みを進め、立憲主義

・平和主義の回復に奮闘する」と決意が述べられました。 

メイン企画として開かれたシンポジウムは、「国交正常化５０年 対話の扉を開き ア

ジアの緊張緩和と世界平和への貢献を！」をテーマに、緊張状態が続く日中関係に焦点を

当て、杉浦ひとみさん（弁護士）をコーディネーターに、内田正敏さん（弁護士）、林千

野さん（日中関係学会副会長）、飯島滋明さん（名古屋学院大学教授）の３人をパネリス

トに迎えて行われました。 

この中で内田さんは、「日中関係は４つの基本文書にのっとってあり、基本は１９７２

年の日中共同声明」として、そこで、「互いに覇権国家とならない」「尖閣諸島の帰属につ

いても棚上げとする合意がなされた」ことなどを紹介。その上で、「先人が残した文書を

かみしめ呼びかけていくことが必要」「お互いに言い分がある」「平和資源を活用するのが

大切」と強く外交の重要性を指摘しました。 

飯島さんは、岸田首相が基地攻撃能力の保有など軍事力の抜本的な強化を進めているこ

とに対し、「軍拡は日本に平和をもたらすか？」と提起。「仮に台湾有事が起これば『存立

危機事態』になると麻生さんや小野寺さんらは言った。しかし、実際にそうなったら、中

国は日本の先島諸島はもちろん本土の基地も攻撃対象にしてくる」と指摘し、「日本にと

って本当にロシア・中国・北朝鮮は脅威なのか？ 戦争にならないための努力こそ必要」

と強調しました。 

林さんは、「日中の経済関係は切っても切れないものになっている」と日中間の経済的

結びつきの強さを紹介。その上で、「日中の経済関係は以前とは逆転している。この現実

を直視し、受容し、将来に向け打って出る分野と守るべき分野を見極めなければならな

い」「米中の間に立ち地域の平和と安定・緊張緩和に努力すること、日中平和条約の精神
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に立ち憲法を守ることが求められている」と話されました。 

その後の討論では、中国が台湾に対して武力行使による統一も排除していないことや、

領土問題をめぐって覇権主義的な動きを強めていることに懸念が示される一方、「武力統

一することで（中国の）利益はない」（林）との意見。逆に、「政治家が合理的な判断をで

きるかは疑問」（内田）との意見も出されるなど、高まる緊張状態にどのように立ち向か

うのか、厳しい現実が突き付けられました。 

それでも、日本の報道や視点がアメリや西側に偏っていること、また、日本が抜本的な

軍事力の強化に向かっていることへの懸念は共通しており、高まる緊張状態を前に「（軍

事力の強化という）火遊びをやめさせないといけない」（飯島）と強く課題が提起されま

した。 

大会最終日の閉会総会では、福島（原発汚染水の海洋放出問題）、神奈川（ヘイトスピ

ーチなど、人権条例制定への取り組み）、鹿児島（馬毛島への空母離着陸訓練のための基

地建設の現状）、沖縄（那覇軍港の移設問題）からの報告、大会実行委員会のまとめが行

われ大会アピールが全体の拍手で承認され終了しました。 

 

 


